
サービス指定基準等の概要及び新規申請
（正確性を期すために、厚生労働省が定める指定基準自体を入手し、必ず参照してください。）
５　地域密着型介護老人福祉施設
	【指定基準の考え方】
　地域密着型介護老人福祉施設は、老人福祉法の認可を受けた特別養護老人ホームのうち開設者から申請があったものについて宝塚市長が指定することになります。したがって、先ず老人福祉法に基づき都道府県に設置届出を提出し、認可を受けることが必要です。
　以下では介護保険法上の基準について説明しています。


	


（１）　指定基準概要
ア　単独型
	申請者要件
	法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない者であること

	人員
基準
	区　分
	職種
	資格
	員 　 数

	
	管理者
	
	必要な知識や経験を有する者でかつ厚生労働大臣が定める研修修了者（経過措置あり）
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該事業所の他職務、又は、同一敷地内の他事業所・施設等の職務に従事可

	
	医師
	医師
	
	・入所者に対し健康管理、療養上の指導を行うために必要な数

	
	従業者
	生活相談員
	
	・常勤であって１名以上配置

	
	
	介護職員又は看護師もしくは准看護師
	
	・介護職員及び看護職員の総数は、常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに１以上（３：１）配置すること
・看護職員の数は、１名以上とすること
・看護職員のうち、１名以上は常勤であること
・介護職員のうち、１名以上は常勤であること

	
	
	機能訓練指導員
	理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師
	・１名以上
・日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者
・当該事業所の他の職務に従事することができる

	
	
	介護支援専門員
	
	・常勤専従で１名以上（増員については、非常勤でも可）
　ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、当該施設の他の職務に従事することができる。


	
	
	栄養士
	
	・１名以上配置すること

	設備基準
	居室
	・１の居室の定員は、１人とすること。ただし必要と認められる場合は、２人とすることができる
・入所者１人当たりの床面積は、１０．６５㎡以上であること
・ブザー又はこれに代わる設備を設けること

	
	静養室
	・介護職員室又は看護職員室に近接して設けること

	
	浴室
	・要介護者が入浴するのに適したものとすること

	
	洗面設備
	・居室のある階ごとに設けること
・要介護者が使用するのに適したものとすること

	
	便所
	・居室のある階ごとに居室に近接して設けること
・ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者が使用するのに適したものとすること

	
	医務室
	・医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすること
・入所者を診察するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けること

	
	食堂及び機能訓練室
	・それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、３㎡に入所定員を乗じて得た面積以上とすること
・食事の提供又は機能訓練に支障がない場合は、食堂と機能訓練室は同一の場所とすることができる
・必要な備品を備えること


	
	廊下幅
	・１．５ｍ以上とすること
　ただし、中廊下の幅は１．８ｍ以上とすること
　なお、廊下の一部の幅を拡張すること等により、入所者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められるときは、これによらないことができる

	
	消火設備
	・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること


イ　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（本体施設のあるサテライト型居住施設の場合）
サテライト型居住施設の意味
	・当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設又は病院もしくは診療所であって当該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体施設」という。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。


	申請者要件
	法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない者であること

	人員
基準
	区　分
	職種
	資格
	員 　 数

	
	管理者
	
	必要な知識や経験を有する者でかつ厚生労働大臣が定める研修修了者（経過措置あり）
	・常勤専従１名
　　管理上支障がない場合、当該事業所の他職務、又は同一敷地内の他事業所・施設等の職務に従事可

	
	医師
	
	
	・入所者に対し健康管理、療養上の指導を行うために必要な数

	
	従業者
	生活相談員
	
	・常勤であって１名以上配置
ただし、本体施設の生活相談員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは置かないことができる

	
	
	介護職員又は看護師もしくは准看護師
	
	・介護職員及び看護職員の総数は、常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに１以上（３：１）配置すること
・看護職員の数は、１名以上とすること
・看護職員のうち、１名以上は常勤であること
・介護職員のうち、１名以上は常勤であること

	
	
	機能訓練指導員
	理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師
	 ・１名以上
ただし、本体施設の栄養士により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは置かないことができる
 ・日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者
 ・当該事業所の他の職務に従事することができる

	
	
	介護支援専門員
	
	・常勤専従で１名以上（増員については、非常勤でも可）
ただし、本体施設の介護支援専門員により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは置かないことができる


	
	
	栄養士
	
	・１名以上配置すること
ただし、本体施設の栄養士により当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは置かないことができる


	設備基準
	・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（単独）と同様



ウ　地域域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（事業所と併設の場合）
　事業所と併設の特養の意味
	居宅サービス事業所（通所介護事業所、短期入所生活介護事業所等）、地域密着型サービス事業所（小規模多機能型居宅介護事業所等）と併設された指定地域密着型介護老人福祉施設


	申請者要件
	法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない者であること

	人員基準
	・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（単独の場合）と同様
　ただし、当該施設に指定短期入所生活介護事業所、指定通所介護事業所等が併設される場合については当該事業所の利用者の処遇が適切に行われる場合に限り、それぞれ次のとおり人員基準の緩和が認められる
①指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所に置かないことができる人員
　・医師
②指定通所介護事業所又は指定介護予防通所介護事業所に置かないことができる人員
　・生活相談員
　・機能訓練指導員
　・栄養士
③指定認知症対応型通所介護事業所又は指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に置かないことができる人員
　・生活相談員
　・機能訓練指導員
　・栄養士
④指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に置かないことができる人員
　・介護支援専門員
・当該施設に併設される指定短期入所生活介護事業所等の入所定員は、当該施設の入所定員と同数を上限とする。
・指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）が併設される場合においては、当該施設の人員基準を満たす従業者を置くほか、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に人員基準を満たす従業者が置かれているときは、当該施設の従業者は、当該指定小規模多機能型居宅介介護事業所等の職務に従事することができる


	設備基準
	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（単独）と同様


エ　地域密着型介護福祉施設入所者生活介護（ユニット型の場合）
　ユニット型の意味　 
	施設の全部において少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活室（当該居室の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をいう。以下同じ。）により一体的に構成される場所（以下「ユニット」　という。）ごとに入居者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。


	申請者要件
	法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない者であること

	人員基準
	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（単独型、本体施設のあるサテライト型居住施設、事業所と併設の各場合）と同じ

	運営基準

	（人員関係）
・日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること
・夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること
・ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること
・ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、当該ユニット型施設の従業者によって指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供しなければならない。ただし、入居者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない

	設備基準
	居室
	・１の居室の定員は、１人とすること。ただし、必要と認められる場合は、２人とすることができる。
・居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること
・１のユニットの入居定員は、おおむね１０人以下とすること
・１の居室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと
①１０．６５㎡以上を標準とすること
ただし、２人で入居する場合は、２１．３㎡以上を標準とすること
　②ユニットに属さない居室を改修したものについては、入居者同士の視線の遮断の確保を前提にした上で、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じていても差し支えない。
・ブザー又はこれに代わる設備を設けること

	
	共同生活室
	・共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること
・１の共同生活室の床面積は、２㎡に当該共同生活室が属するユニットの入居定員を乗じて得た面積以上を標準とすること
・必要な設備及び備品を備えること

	
	浴室
	・要介護者が入浴するのに適したものとすること

	
	洗面設備
	・居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること
・要介護者が使用するのに適したものとすること

	
	便所
	・居室のある階ごとに居室に近接して設けること
・ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者が使用するのに適したものとすること

	
	医務室
	・医療法第１条の５第２項に規定する診療所とすること
・入所者を診察するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けること
・サテライト型居住施設については、医務室を必要とせず、入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けることで足りる


（２）　指定申請
	　　区分
	書類名

	申請様式
	指定申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　【第１号様式】

	付表
	事業所の指定に係る記載事項            　　　　   【付表６】

	添付書類
	①申請者（開設者）の登記事項証明書等
②特別養護老人ホームの許可証等の写し
③従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　　　　 【参考様式１】
④従業者の資格を証明するものの写し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑤事業所の平面図・写真　　　　　　　　　　　 　　　 【参考様式３】
⑥居室面積一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【参考様式４】
⑦設備・備品等に係る一覧表　　　　　　　　　　　 　【参考様式５】
⑧本体施設の概要、本体施設との間の移動経路、方法及び移動時間（本体施設がある場合のみ）
⑨併設する施設等の概要（併設施設等がある場合のみ）
⑩施設を共用の場合の利用計画（共用する場合のみ）
⑪運営規程
⑫利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【参考様式１７】　
⑬利用料及びその他の額の積算根拠
⑭当該申請に係る請求に関する事項　　　　
⑮協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容
⑯介護保険法第７８条の２第４項各号に該当しない旨の誓約書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  【参考様式９－２】
⑰介護支援専門員の氏名等　　　　　　　　 　　　　【参考様式１０】
⑱運営推進会議の構成員　　　　　　　　　　　　　　【参考様式１１】

	その他
	【地域密着型介護給付費の請求に関する事項】 
※加算を算定する場合のみ
①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書　【別紙１】
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表　　　【別紙２】
③その他必要な添付書類



（３）添付書類説明
	番号
	添付書類
	内容
	備考

	①

	申請者（開設者）の
登記事項証明書等
	・介護保険に関する事業を実施する旨の
　記載のある登記事項証明書

	

	②
	特別養護老人ホームの
許可証等の写し

	
	

	③
	従業者の勤務体制及び
勤務形態一覧表
（参考様式１）

	・管理者及び従業者全員の毎日の勤務すべき時間数（４週分）を記入した勤務表
・兼務している場合は時間数を按分し、職種ごとに分けて記載してください

	・ユニットの場合、ユニットごとの勤務体制がわかるように記載してください

	④
	資格証の写し

	・資格が必要な職種の資格証等の写し
・研修の修了証

	

	⑤
	施設の平面図・写真
（参考様式３）

	①施設の平面図【用途・面積を明示した図面】
②事業所周辺の案内図
③事業所外観及び各居室や設備の様子が分かる写真
（外観、事務室、居室、静養室、浴室、洗面所、便所、医務室、食堂、厨房、機能訓練室、消火設備、その他日常生活上必要な設備の各写真）
	・面積は内法
・住宅地図の写し
・写真はカラー写真に限る。


	⑥
	居室面積一覧表
（参考様式４）

	・次の部屋等についての設置階ごとの面積別室数
（居室、静養室、浴室、洗面所、便所、医務室、食堂、機能訓練室、廊下幅））
・⑥の施設の平面図に示された用途・面積　と記載を一致させてください
	・ユニットの場合、静養室のかわりに共同生活室

	⑦
	設備・備品等に係る一覧表
（参考様式５）

	・施設の設備・備品について設備基準上
適合すべき項目の状況を記載してください
①浴室：身体の不自由な者が入浴するのに適している
②便所：ブザーが設けてあり、身体の不自由な者が使用するのに適している
③洗面所：身体の不自由な者が使用するのに適している

	・記載した内容が確認できる図面・写真等を添付してください

	⑧
	本体施設の概要、本体施設との間の移動経路、方法及び移動時間
	・本体施設がある場合のみ添付してください
	

	⑨
	併設する施設等の概要
	・併設施設がある場合のみ添付してください
・同一敷地内に併設する施設の名称、事業内容、事業の規模（利用定員、従業者数等）及び併設施設のパンフレット等内容がわかる書類を添付してください
	

	⑩
	施設を共用の場合の利用
計画

	・共用する場合のみ添付してください
	

	⑪

	運営規程

	・次の内容について、具体的かつわかり
　やすく定めてください
①施設の目的及び運営の方針
②従業者の職種、員数及び職務内容
③入所定員
④入所者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容及び利用料その他の費用の額
⑤施設の利用に当たっての留意事項
⑥非常災害対策
⑦その他施設の運営に関する重要事項
⑧事業開始年月日（附則として記載）
・利用料その他の費用の額については、料金表を添付するなど、具体的に定めてください

	③ユニットの場合、ユニット数及びユニットごとの入居定員
④食費、居住費の積算根拠も添付してください
⑦については
ア従業者及び退職者の秘密保持、イ従業者の研修、ウ身体拘束、エ苦情対応、オ虐待防止に関する事項等


	⑫
	利用者からの苦情を処理
するために講ずる措置の
概要
（参考様式１７）
	・次の事項について、具体的かつわかり
やすく記載してください
①利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置
②円滑かつ迅速に苦情処理を行うための
　処理体制と手順
③その他参考事項

	・担当者名を記載してください


	⑬
	利用料及びその他の額の
積算根拠

	・利用料及びその他の額の種別ごとの積
　算の根拠
	

	⑭
	当該申請に係る請求に関する事項

	・損害賠償発生時に対応が可能であることがわかる書類

	・損害賠償責任保険証書の写し（加入手続中の場合は、申込書及び領収書の写し）を添付してください


	⑮

	協力医療機関（協力歯科
医療機関）との契約の内
容

	・利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合に連携する協力医療機関（協力歯科医療機関を含む）と取り交わした協定書もしくは契約書の写し

	

	⑯

	介護保険法第７８条の２第４項各号の規定に該当しない旨の誓約書（参考様式１０－２）
	・内容を確認して申請者の住所、名称、代表者名、代表者の住所を記載・押印して下さい
	

	⑰
	介護支援専門員の氏名等
（参考様式１０）

	①介護支援専門員の氏名、介護支援専門員番号
②介護支援専門員の資格証の写し
③研修の修了証の写し

	

	⑱
	運営推進会議の構成員
（参考様式１１）

	・運営推進会議の構成員について、どのような方に参加してもらう予定としているのか具体的に記載してください。（氏名欄は未記載で可。ただし、構成区分、職名等は記載が必要です。）
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